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農 業 科 作物の栽培，家畜の飼育など ・野菜や花の栽培・羊毛を使った
製品製作など






窯 業 科 セラミック製品の製造など ・陶製品の製作・七宝焼など
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図3．寄宿舎の生活指導に関する指導項目の改訂内容（例）
成人期の心理・教育プロフィール）があり，その評価チェック項目には，次のような項目内容
が示されている。その一部の学校/作業所・尺度を紹介すると……以下のようなものである。
すなわち，15歳以上の指導プログラムは，社会に出ていく準備段階であり，学校卒業後のコ
ミュニティ場面での訓練が重要視されている。ぜひ，高等養護学校でも活用してほしいもので
ある。
（3）今後の課題
特別支援学校高等部の教育は，生徒が卒業後と同時に社会に巣立っていくことから，今後地
域が障害児（者）を支え合う環境づくりを進めていく中で，いかに地域の学校が参画していく
か，どのような形でその地域の担い手となり得るのか，そのための地域資源をどう活用するの
かが，地域支援ネットワークの確立と成功の鍵を握る重要な要素となる。本母ら（2015）4）は，
特別支援教育の量的拡大が進む中で，知的障害特別支援学校高等部の就労に向けた教育活動の
再考について，「①就労に向けた教育的支援の実際 ②新設の高等養護学校のデュアルシステ
ムの実践 ③地方都市の各支援機関同士をつなぐ支援の実際（生涯にわたる各支援の必要性と
各支援機関の連携）」を検討し，「教育的支援」と「合理的配慮」の教育活動の重要性を提言し
ている。
地域支援ネットワークとしては，関係機関との連携・協力を中心とした広義的な組織づくり
を中心に考えがちであるが，地域全体で，例えば「子育て支援事業」の一環としてのネットワー
クづくりが大切であり，そのためには幅広い知識と専門的な資質を有する特別支援教育コーディ
ネーターなどの専門家の更なる養成と配置が必要である。また，各学校が抱えているであろう
卒業後の卒業生の所在不明や同窓組織への継続的な加入の困難性などを考慮すれば，家族離散
や家庭崩壊，自己破産などの危機にあるケースも少なくないと思われ，在校生や卒業生の「家
族支援（両親援助）」のための基盤づくりも必要である。
発達障害者のための就労・卒後支援については，「発達障害者支援法」が2005年（平成17年）
に施行となってから，発達障害者の後期中等教育における高等部教育への具体的な就労支援が
求められている。2013年（平成25年）4月にこれまでの「自立支援法」から「障害者総合支援
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表7．AAPEP（青年期・成人期の心理・教育プロフィール）の評価チェック項目
（佐々木 1990より抜粋）1）
スキル項目 家庭尺度 学校/作業所・尺度
①職業スキル ＜省略＞ ・物を分類する・組立作業・書類整理他
②自立機能 〃 ・トイレ・ひとりで食事する・移動他
③余暇活動のスキル 〃 ・自由時間の利用法・ひとりでの活動他
④職業行動 〃 ・作業時間・作業効率・過誤率・安全他
⑤機能的コミュニケーション 〃 ・生理的要求の伝達・簡単な指示への反応他
⑥対人行動 〃 ・他人が居ることへの反応・集団行動他
法」へ改正・施行となり，地域社会における共生の実現に向けた取り組みが行われてきている。
具体的な制度としては「発達障害者の就労支援者育成事業」があり，就労支援機関のハローワー
クや地域障害者職業センターなどと連携・協力しながら，職場実習の充実を図っていくことが
必要である。
かつては，卒業後の生活適応訓練の場として，福祉制度において通勤寮や生活寮などで，ラ
イフスキル獲得の重要な役割があったが，現在ではグループホームが生活適応と自立訓練の場
として大きな役割を果たしてきている。特に，北海道においては，寄宿舎の教育的機能の改善・
充実も急務となっている。すなわち，集団生活の指導が従来の知的障害者を中心に据えてきた
トップダウン型の学校教育目標から，発達障害者の特に自閉症スペクトラム障害の障害特性に
配慮したボトムアップ型の教育目標設定へ転換を図っていく必要がある。寄宿舎運営の指導目
標を社会生活に適応したライフスキル獲得のための具体的目標に改善していくことが求められ
る（梅永 2014）32）。
一方，地域における余暇活動への支援や障害者のための生涯学習，生涯スポーツへの支援で
は，障害者スポーツ指導員の養成や生涯学習の場の確保，ボランティア養成や活動の促進，ボ
ランティアとの協力体制の整備も一層必要である。
学校教育は，障害のある人が普通に暮らせる地域社会づくりの一端を学校教育も担っている
ことから，地域全体の社会資源を掘り起こし，限られた予算の中で，みんなの力を結集して実
現させていくことが最も緊要な課題であると思われる。かつて厚生労働省の発足前に，「全日
本手をつなぐ育成会の就労支援専門委員会」の政策提言「知的障害のある人たちの就業支援に
ついて」（2000）には，『既得権や古いしがらみを越えて，新しい地域づくりを目指そうとする
われわれの意図をご理解賜りますよう……』とあり，地域の就労支援ネットワークの立ち上げ
が提言された。そこには，今日の厚生労働省のグランドデザインの構想と福祉・労働の行政改
革への強い期待と要望が示されていた。私達も保護者のニーズとともに，これら福祉・労働行
政の動向に注目しながら，より良い教育の改善・充実に向けて努めていきたい。
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Abstract
Thisresearchintroducesthehistoryofautismeducationandsubsequentlatesecon-
daryeducationandtheoutlineof・autismspectrumdisorder（ASD）・byrevisionofmedi-
calnewdiagnosticcriteria,andintroducesASDworkers. Thedifficultyofvocational
independencewasclarified.
Discussingthesignificanceandroleofcareereducation,especialythepromotion
situationofcareereducationinHokkaidoandchangeofvocationaleducation,jobsupport
/postgraduatesupportandcareerguidanceatthehighschoolofspecialsupportschool,
theestablishmentofregionalemploymentsupportnetworkandjobUtilizationofcoaches
（workplaceadaptationaid）,utilizationofthemostimportantAAPEP（adolescenceadult-
hoodpsychologyandeducationprofile）tochildrenofASDintheNorthCarolinaState
TEACCHprogram,Theimportanceofutilization・IndividualEducationalsupportPlan
（IEP）・・IndividualTransitionsupportPlan（ITP）・andcolaboration/cooperationwith
relatedorganizationswassuggested.
Keyword:Specialsupporteducation.Developmentdisorder.Autismspectrumdisorder.
Careareducation.EmploymentSapport.
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